
固定的経費割合の算出方法について

第60回社会保障審議会生活保護基準部会
令和８年８月25日
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１．生活扶助基準本体（第１類・第２類）の検証（続き）
 （１）水準（高さ）の検証
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○中位所得層に対する消費水準の比率

夫婦子１人世帯における「年収階級第１・十分位の平均消費支出額」÷「年収階級第３・五分位の平均消費支出額」により算出。
中位所得層の消費実態を基準として、低所得層の消費実態が相対的に減少（格差が拡大）していないかを確認する。

○固定的経費割合

固定的経費 ÷ 消費支出額 により算出（固定的経費の判定方法は次ページ参照）。
食費や光熱水費などに代表される固定的経費の支出割合については、エンゲル係数（食費の支出割合）と同様の側面を持つものとし

て、低いほど厚生水準が良い状態を示すとも考えられることから、その変化の状況を確認する。

○年間可処分所得の中央値に対する比率

夫婦子１人世帯における年間可処分所得の中央値に対する年収階級第１・十分位の年間可処分所得の平均の比率。
年間可処分所得の中央値を基準として、年収階級第１・十分位の年間可処分所得が相対的に減少して（貧困の度合いが高くなって）

いないかを確認する。

（下記の事項は、その変化が直接的に評価に結びつくものではないが、大きな変化がないかを確認。）

○世帯属性

世帯の基本的な状況として、配偶者の就業状態、子供の就学状態、貯蓄・負債の状況

○所得額・貯蓄額の分布

所得額・貯蓄額の分布を確認する

○社会的必需項目等の不足状況

夫婦子１人世帯の年収階級第１・十分位における社会的必需項目の不足状況、耐久消費財の保有状況
※ 社会的必需項目等については、別途精査

（３）年収階級第１・十分位が比較対象として適当かどうか確認する指標（１／３）

＜確認事項＞
① 年収階級第１・十分位が比較対象として適当かどうか確認する指標としては、令和４年検証で確
認した指標を基本として以下の指標を確認する。

第58回社会保障審議会生活保護基準部会
令和８年6月30日
(赤枠を追記）
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１．生活扶助基準本体（第１類・第２類）の検証（続き）
 （１）水準（高さ）の検証
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《固定的経費・変動的経費の定義》
○ 消費支出が１％増加するとき、当該支出項目の増加率が１％未満の支出項目を「固定的経費」、１％以上の費目を

「変動的経費」と定義する。

《固定的経費の算出方法》
○ 品目分類による小分類の各支出項目（※）について、令和元年全国家計構造調査による個別世帯データを用いて、

次式による回帰分析を実施。

※ 令和元年全国家計構造調査の集計項目が中分類以上に限られる部分については、中分類の支出項目を用いる。

Ci / Y = consti + γi * ln(෡Y)

Ci：第i支出項目の消費額

Y：消費支出額

෡Y ：次の回帰式による消費支出額の理論値 Y = a + b * Z （ Z：世帯年収 ）

※ 対象範囲は夫婦子１人世帯（生活保護を受給していると推察される世帯を除く）。
※ 回帰分析にあたっては、令和元年全国家計構造調査の集計用乗率により重み付けを行う。

○ 各支出項目 Ci について、
・ 係数γi が有意（水準５％）で、０を下回る場合、固定的経費に、
・ 係数γi が有意（水準５％）で、０を上回る場合、変動的経費にそれぞれ分類する。

（３）年収階級第１・十分位が比較対象として適当かどうか確認する指標（２／３）

＜確認事項＞
① 固定的経費の算出方法は、令和４年検証の方法と同様の方法と、以下の「消費支出」を「生活扶
助相当支出」に置き換えて算出する方法と両方を実施して、いずれを採用するか検討する。

令和４年検証の取扱い

第58回社会保障審議会生活保護基準部会
令和８年6月30日
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食料 穀類 固定 家具・ 家庭用 家事用耐久財 - 交通・ 交通 変動

魚介類 - 家事用品 耐久財 冷暖房用器具 - 通信 自動車等 自動車等購入 -

肉類 固定 一般家具 - 関係費 自転車購入 -

乳卵類 固定 室内装備・装飾品 - 自動車等維持 固定

野菜・海藻 固定 寝具類 - 通信 固定

果物 - 家事雑貨 - 教育 授業料等 変動

油脂・調味料 固定 家事用消耗品 固定 教科書・学習参考教材 -

菓子類 固定 家事サービス - 補習教育 変動

調理食品 - 被服及び 和服 - 教養娯楽 教養娯楽用耐久財 変動

飲料 固定 履物 洋服 変動 教養娯楽用品 -

酒類 - シャツ・セーター類 変動 書籍・他の印刷物 変動

外食 一般外食 変動 下着類 - 教養娯楽 宿泊料 -

学校給食 - 生地・糸類 - サービス パック旅行費 -

賄い費 - 他の被服 - 月謝類 変動

住居 家賃地代 固定 履物類 変動 他の教養娯楽サービス -

設備修繕 設備材料 - 被服関連サービス 変動 その他の 諸雑費 理美容サービス 変動

・維持 工事その他のサービス - 保健医療 医薬品 - 消費支出 理美容用品 -

光熱・ 電気代 固定 健康保持用摂取品 - 身の回り用品 -

水道 ガス代 固定 保健医療用品・器具 固定 たばこ 固定

他の光熱 固定 保健医療サービス - 他の諸雑費 -

上下水道料 固定 こづかい（使途不明） 固定

交際費 贈与金 -

他の交際費 変動
仕送り金 変動

１．生活扶助基準本体（第１類・第２類）の検証（続き）
 （１）水準（高さ）の検証
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（３）年収階級第１・十分位が比較対象として適当かどうか確認する指標（３／３）

令和４年検証の取扱い

《固定的経費・変動的経費の判定結果》

※ 品目分類（小分類）による結果は、令和元年全国家計構造調査の集計項目が中分類以上に限られる部分については、中分類の支出項目での判定結果。
※ 「-」は、固定的経費・変動的経費のいずれとも判定されないもの、または、夫婦子１人世帯（生活保護を受給していると推察される世帯を除く）のいずれの世

帯でも当該支出項目についての支出がないもの。

＜確認事項＞
① 固定的経費の判定は、品目分類による小分類の支出項目で判定することとする。ただし、全国家
計構造調査の集計項目が中分類以上に限られる部分については、中分類の支出項目を用いる。
② 係数が有意ではない支出項目について、上位項目の固定的経費・変動的経費の格付で代替しない。

第58回社会保障審議会生活保護基準部会
令和８年6月30日
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固定的経費の算出方法について
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《固定的経費・変動的経費の定義》
○ 消費支出（または生活扶助相当支出）が１％増加するとき、当該支出項目の増加率が１％未満の支出項目を「固定

的経費」、１％以上の費目を「変動的経費」と定義する。

《固定的経費の算出方法》
○ 品目分類による小分類の各支出項目（※）について、令和６年全国家計構造調査による個別世帯データを用いて、

次式による回帰分析を実施。

※ 令和６年全国家計構造調査の集計項目が中分類以上に限られる部分については、中分類の支出項目を用いる。

※ 対象範囲は夫婦子１人世帯（生活保護を受給していると推察される世帯を除く）。
※ 回帰分析にあたっては、令和６年全国家計構造調査の集計用乗率により重み付けを行う。

○ 各支出項目 Ci について、
・ 係数γi が有意（水準５％）で、０を下回る場合、固定的経費に、
・ 係数γi が有意（水準５％）で、０を上回る場合、変動的経費にそれぞれ分類する。

手法①（令和４年検証と同様） 手法②

Ci / Y = consti + γi * ln(෡Y)

Ci：第i支出項目の消費額
Y：消費支出額
෡Y ：次の回帰式による消費支出額の理論値

     Y = a + b * Z （ Z：世帯年収 ）

Ci / X = consti + γi * ln(෡X)

 Ci：第i支出項目の消費額
X：生活扶助相当支出額
෡X ：次の回帰式による生活扶助相当支出の理論値

     X = a + b * Z （ Z：世帯年収 ）

○ 本部会において、「固定的経費割合を算出する計算式において、分母が消費支出全体となっているが、教育費のよう
に公的制度の変更の影響を受けることもあるため、生活扶助相当支出額にするべきではないか。」との意見があった。

○ そのため、以下の２つの手法に基づき、各支出項目について固定的経費・変動的経費の判定を行う。

作業内容



各手法による判定結果
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※１ 「ｰ」は判定不可の品目、手法②の「＊」は、生活扶助相当支出から除外されている品目を表す。

※２ 品目分類（小分類）による結果は、2024年全国家計構造調査の集計項目が中分類以上に限られる部分については、中分類の支出項目での判定結果。

※３ 支出世帯の欄は、夫婦子１人世帯（生活保護を受給していると推察される世帯を除く）のうち、当該支出項目について１円以上支出がある世帯の割合。

 20％未満のものを網掛けで表示している。

※４ 令和６年全国家計構造調査の夫婦子１人世帯の全年収階級において、消費支出は302,986円、生活扶助相当支出は223,554円となっている。

○ 手法①について令和４年検証の判定結果と比較すると、固定的経費であった「家賃地代」、「保健
医療用品・器具」、「たばこ」が除外され、有意ではなかった「学校給食」、「医薬品」が固定的経
費として追加された。なお、「変動的経費」と「固定的経費」が逆転する品目は見られなかった。

○ また、手法①と手法②を比較すると、手法②では「調理食品」が固定的経費として追加され、「身
の回り用品」が変動的経費から除外される結果となった。
※ その他、手法②では、生活扶助相当支出に該当しない品目のうち、「学校給食」及び「自動車等維持」が固定的経費から、「教科
書・学習参考教材」が変動的経費からそれぞれ除外された。

固定的経費の判定結果

家事用耐久財 10% - - -

冷暖房用器具 6% - - -

一般家具 7% - - -

26% - - -

22% - - -

94% - - -

96% 固定 固定 固定

32% - - -

1% - - -

79% 変動 変動 変動

55% - - 変動

49% - - -

13% - - -

66% - - -

47% - - 変動

20% 変動 変動 変動

77% 固定 固定 -

22% - - -

90% - - 固定

73% - - -

医薬品

健康保持用摂取品

保健医療用品・器具

保健医療サービス

下着類

生地・糸類

他の被服

履物類

被服関連サービス

保健医療

家具・家事

用品

被服及び

履物

家庭用

耐久財

室内装備・装飾品

寝具類

家事雑貨

家事用消耗品

家事サービス

和服

洋服

シャツ・セーター類

支出世帯 手法① 手法② ［R4検証］品目分類支出世帯 手法① 手法② ［R4検証］

95% 固定 固定 固定

99% - - -

99% 固定 固定 固定

91% 固定 固定 固定

100% 固定 固定 固定

96% - - -

99% 固定 固定 固定

97% 固定 固定 固定

100% - 固定 -

96% 固定 固定 固定

67% - - -

一般外食 95% 変動 変動 変動

学校給食 26% 固定 ＊ -

0% - - -

33% - ＊ 固定

設備材料 23% - - -

工事その他のサービス 7% - ＊ -

97% 固定 固定 固定

69% 固定 固定 固定

13% 固定 固定 固定

87% 固定 固定 固定

外食

設備修繕・

維持

品目分類

穀類

魚介類

肉類

乳卵類

野菜・海藻

果物

油脂・調味料

菓子類

食料

住居

光熱・水道

調理食品

飲料

酒類

賄い費

家賃地代

電気代

ガス代

他の光熱

上下水道料

支出世帯 手法① 手法② ［R4検証］品目分類

51% 変動 変動 変動

自動車等購入 1% - ＊ -

自転車購入 1% - - -

自動車等維持 86% 固定 ＊ 固定

95% 固定 固定 固定

44% - ＊ 変動

8% 変動 ＊ -

14% 変動 変動 変動

17% - - 変動

93% - - -

57% 変動 変動 変動

宿泊料 12% 変動 変動 -

パック旅行費 6% 変動 変動 -

月謝類 25% 変動 変動 変動

他の教養娯楽サービス 91% - - -

理美容サービス 55% 変動 変動 変動

理美容用品 92% - - -

身の回り用品 61% 変動 - -

たばこ 20% - - 固定

他の諸雑費 80% - - -

17% 固定 固定 固定

贈与金 25% - - -

他の交際費 48% 変動 変動 変動

7% 変動 変動 変動

交際費

交通・通信

教育

教養娯楽

その他の

消費支出

諸雑費

通信

授業料等

教科書・学習参考教材

補習教育

教養娯楽用耐久財

教養娯楽用品

書籍・他の印刷物

こづかい（使途不明）

仕送り金

自動車等

関係費

教養娯楽

サービス

交通
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消費支出の理論値の算出に関する回帰分析結果

N数 2152
F値 71.6
p値 0.000
R2 0.099

係数 標準誤差 ｔ値
世帯年収（万円） 176.62 20.87 8.46
定数項 155318 14077 11.03

N数 2152
F値 157.1
p値 0.000
R2 0.170

係数 標準誤差 ｔ値
世帯年収（万円） 136.13 10.86 12.53
定数項 109737 8462 12.97

〈手法①（前回検証と同様）〉

〈手法②（生活扶助相当支出を用いて算出）〉

固定判定結果まとめ

※各手法において、固定的経費と判定された項目を「○」で表し、それぞれ
の手法で異なる判定結果となった品目について赤字としている。

※手法②の「＊」は、生活扶助相当支出から除外されている品目を表す。

品目名 手法① 手法② R4検証

穀類 ○ ○ ○

肉類 ○ ○ ○

乳卵類 ○ ○ ○

野菜・海藻 ○ ○ ○

油脂・調味料 ○ ○ ○

菓子類 ○ ○ ○

調理食品 ○

飲料 ○ ○ ○

学校給食 ○ ＊

家賃地代 ○

電気代 ○ ○ ○

ガス代 ○ ○ ○

他の光熱 ○ ○ ○

上下水道料 ○ ○ ○

家事用消耗品 ○ ○ ○

医薬品 ○ ○

保健医療用品・器具 ○

自動車等維持 ○ ＊ ○

通信 ○ ○ ○

たばこ ○

こづかい（使途不明） ○ ○ ○

6



各手法による判定結果

7

回帰結果まとめ

回帰係数 t値 p値 回帰係数 t値 p値
品目分類

手法① 手法②

※各品目について、固定的経費を青色、変動的経費を黄色で示している。

※「賄い費」は全ての調査世帯で支出額が0円であるため、「－」と表示している。

※手法② における「＊」 は、生活扶助相当支出から除外されている品目を示す。

0.00 -1.16 0.24 0.00 -1.08 0.28

0.02 3.65 0.00 0.02 3.30 0.00

0.00 1.47 0.14 0.00 1.17 0.24

0.00 0.49 0.62 0.00 0.04 0.97

0.00 -0.38 0.70 0.00 -0.61 0.54

0.00 -0.27 0.79 0.00 -1.07 0.28

0.00 1.14 0.25 0.00 1.28 0.20

0.00 2.12 0.03 0.00 2.11 0.03

0.00 -3.24 0.00 -0.01 -3.83 0.00

0.00 0.31 0.75 0.00 0.00 1.00

0.00 -0.99 0.32 0.00 -0.67 0.50

0.01 0.79 0.43 -0.01 -0.53 0.60

0.05 4.05 0.00 0.07 4.15 0.00

自動車等購入 0.01 0.69 0.49 ＊ ＊ ＊

自転車購入 0.00 1.61 0.11 0.00 1.57 0.12

自動車等維持 -0.04 -4.44 0.00 ＊ ＊ ＊

-0.03 -4.68 0.00 -0.05 -6.18 0.00

0.01 1.67 0.10 ＊ ＊ ＊

0.00 2.08 0.04 ＊ ＊ ＊

0.02 4.45 0.00 0.03 4.56 0.00

0.00 1.50 0.13 0.01 1.44 0.15

0.00 -0.76 0.45 -0.01 -1.18 0.24

0.01 3.49 0.00 0.01 3.33 0.00

宿泊料 0.01 2.62 0.01 0.01 2.41 0.02

パック旅行費 0.01 2.23 0.03 0.01 2.18 0.03

月謝類 0.02 3.12 0.00 0.02 2.89 0.00

他の教養娯楽サービス 0.00 -0.32 0.75 0.00 -0.55 0.59

理美容サービス 0.01 3.44 0.00 0.01 3.24 0.00

理美容用品 0.00 0.25 0.81 0.00 -0.16 0.87

身の回り用品 0.01 2.19 0.03 0.01 1.89 0.06

たばこ 0.00 -1.91 0.06 -0.01 -1.93 0.05

他の諸雑費 0.01 0.70 0.48 0.01 0.48 0.63

-0.01 -2.00 0.05 -0.01 -2.14 0.03

贈与金 0.00 0.03 0.98 0.00 -0.28 0.78

他の交際費 0.02 2.61 0.01 0.02 2.26 0.02

0.06 4.74 0.00 0.06 4.77 0.00

その他の

消費支出

諸雑費

こづかい（使途不明）

交際費

仕送り金

教養娯楽 教養娯楽用耐久財

教養娯楽用品

書籍・他の印刷物

教養娯楽

サービス

交通・通信 交通

自動車等

関係費

通信

教育 授業料等

教科書・学習参考教材

補習教育

保健医療 医薬品

健康保持用摂取品

保健医療用品・器具

保健医療サービス

被服及び

履物

和服

洋服

シャツ・セーター類

下着類

生地・糸類

他の被服

履物類

被服関連サービス

回帰係数 t値 p値 回帰係数 t値 p値

-0.02 -7.39 0.00 -0.02 -8.02 0.00

0.00 -0.75 0.45 0.00 -1.21 0.23

-0.02 -5.33 0.00 -0.02 -6.82 0.00

-0.01 -3.68 0.00 -0.01 -3.84 0.00

-0.01 -3.36 0.00 -0.02 -4.43 0.00

0.00 1.80 0.07 0.00 1.46 0.14

-0.01 -4.19 0.00 -0.01 -5.40 0.00

-0.01 -3.68 0.00 -0.02 -4.22 0.00

-0.01 -1.74 0.08 -0.02 -2.02 0.04

-0.01 -5.96 0.00 -0.02 -6.42 0.00

0.00 -1.17 0.24 0.00 -1.44 0.15

一般外食 0.06 4.50 0.00 0.06 4.56 0.00

学校給食 0.00 -3.21 0.00 ＊ ＊ ＊

－ － － － － －

-0.05 -1.57 0.12 ＊ ＊ ＊

設備材料 0.00 -1.27 0.20 -0.01 -0.93 0.35

工事その他のサービス 0.00 0.03 0.98 ＊ ＊ ＊

-0.03 -6.61 0.00 -0.04 -7.51 0.00

-0.02 -7.27 0.00 -0.02 -8.11 0.00

0.00 -2.40 0.02 0.00 -2.70 0.01

-0.02 -6.65 0.00 -0.02 -7.62 0.00

家事用耐久財 0.00 0.95 0.34 0.00 0.52 0.60

冷暖房用器具 0.00 0.65 0.52 0.00 0.80 0.42

一般家具 0.00 0.61 0.54 0.00 0.41 0.68

0.00 1.51 0.13 0.00 1.54 0.12

0.00 0.47 0.64 0.00 0.46 0.65

0.00 0.03 0.98 0.00 -0.21 0.83

-0.01 -4.73 0.00 -0.01 -5.86 0.00

0.00 0.14 0.89 0.00 0.37 0.71

品目分類

食料 穀類

魚介類

肉類

乳卵類

野菜・海藻

果物

油脂・調味料

菓子類

調理食品

飲料

酒類

外食

賄い費

家具・家事

用品

家庭用

耐久財

室内装備・装飾品

寝具類

家事雑貨

家事用消耗品

家事サービス

住居 家賃地代

設備修繕・

維持

光熱・水道 電気代

ガス代

他の光熱

上下水道料

手法① 手法②
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＜確認事項＞

○ 令和６年全国家計構造調査の個別世帯データに基づき固定的経費・変動的経費の判定を行ったとこ
ろ、手法①・手法②ともに、一部の品目において令和４年検証の判定結果から変更されることとなる
が、こうした結果に関して留意すべき点などあるか。

○ 手法②は、教育分野などにおける公的な制度変更が、今後、固定的経費の判定や固定的経費割合の
変化に影響を及ぼす可能性があることを考慮して、支出の対象範囲を生活扶助相当に限定したもので
あるが、手法①の固定的経費の判定結果と比較すると、「調理食品」が追加され、「学校給食」及び
「自動車等維持」が除外されることとなる。こうした結果も踏まえ、今回の定期検証において、手法
①と手法②のどちらを採用することが適当と考えられるか。
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